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（3）発達障害児が利用できる社会資源など

1）	 発達障害者支援地域協議会
発達障害児者の支援体制の整備を図るために、都道府県・政令指定都市が設置する

協議会です。発達障害者およびその家族、学識経験者並びに医療、保健、福祉、教育、労
働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体に従事する者で構成されます。関係者
等が相互の連絡を図ることにより、地域における発達障害者の支援体制に関する課題に
ついて情報を共有し、関係者等の連携の緊密化を図るとともに、地区の実情に応じて体
制の整備について協議を行います。

2）	 発達障害者支援センター
都道府県・政令指定都市に設置され、発達障害児者、家族に対して関係機関と連携し

ながら相談、発達、就労に関して支援を行います。また、関係機関、民間団体等への発達
障害の研修、普及啓発を担います。

3）	 発達障害者地域支援マネージャー
都道府県および政令指定都市の発達障害者支援センター等に配置し、障害福祉サー

ビス事業所等が抱える困難ケース等に対する訪問支援（相談支援・技術支援）およびそ
の他必要な支援や助言等を行うとともに、地域において発達障害児者の特性に沿った対
応ができるよう関係機関等との連携を図り、地域における総合的な支援体制整備への必
要な相談、助言等を行います。

4）	 精神保健福祉センター
都道府県・政令指定都市に設置され、総合的に心の健康に関する相談、支援、啓発を

行う機関です。発達障害支援センターを併設することがあります。

5）	 市区町村
市区町村は、障害者総合支援法に定められた地域生活支援事業を行います。地域の特

性や利用者のニーズに応じて、相談支援事業、地域活動支援センターなどのサービスを
提供します。

また、市区町村は乳幼児や就学児に対して健康診断を行い、発達障害の早期発見に努
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めます。また、発達障害児の保護者に対して相談機関・医療機関への紹介やその他の助
言を行います。

障害児者の福祉を担当する部署を設置し、関係部署との連携体制の構築や、早期発
見・早期支援の推進、人材確保、人材養成　専門的な機関との連携を行います。障害者
福祉担当部署では、障害者総合支援法に基づいた障害者手帳、各種手当、障害に関する
総合的な相談に対応します。保健センターでは母子保健、子育てに関する相談に対応し
ます。教育委員会では学校生活に関する相談に対応します。

6）	 児童発達支援事業所・児童発達支援センター
児童発達支援事業所は、地域において就学前の障害児とその家族に対して通所によ

る児童発達支援のサービスを提供します。児童発達支援センターは、地域における障害
児の専門施設として中核的な役割を担い、施設への通所支援のほか、地域で暮らす障害
のある子どもや家族への支援、障害のある子どもを預かる機関との連携・相談・支援を
行います。

7）	 放課後等デイサービス
就学している障害児に、授業の終了後又は休業日に、生活能力の向上のために必要な

訓練、社会との交流の促進などを行います。

8）	 障害児入所施設
障害のある児童を入所させて、保護、日常生活の指導及び自活に必要な療育等を行い

ます。福祉サービスを行う「福祉型」と、福祉サービスに併せて医療を行う「医療型」があ
ります。

9）	 障害児相談支援事業所
障害児相談支援を行う事業所です。

10）	地域活動支援センター
市区町村が行う地域生活支援事業として、通所による創作活動や交流の場を提供します。
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11）	医療機関
発達障害の診断、心理検査、医学的検査などを行い、医学的助言や必要に応じて薬物

治療などを行います。

12）	障害児の家族への支援
都道府県や市区町村によっては、ペアレントメンター養成等事業、ペアレントプログラ

ム、ペアレントトレーニング等を実施しています。
また、各地域で親の会などが組織されています。


